
 

国土強靱化 民間の取組事例 068   顧客の生活を支える 

顧客を守る！ ▶顧客の生活を支える 12 レジリエンスに特化した商品やサービスをつくる 

068 
「今、どこにいるのか」「どこに逃げればよいのか」が、
わかりやすい地図づくり 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

生活地図株式会社 
【平成 27 年】 

6360001011888 その他防災関連事業者 
【学術研究，専門・技術サービス業】 

沖縄県 

 取組の概要 

 逃げる力を養う地図を提供する 

 生活地図株式会社では、震災を生き抜く最低限の

知識と能力の向上を目的とした「スーパー減災・

自助力マップ」を開発した。その作成・普及を、

市区町村に働きかけている。 

 沖縄市、糸満市、南城市、南風原町、八重瀬町、

竹富町、金武町では地域の防災情報を盛り込んだ

スーパー減災 ・自助力マップをそれぞれ市町と連

携して作成し、全戸に配布した。 

 那覇市、南城市、竹富町においては、児童 ・生徒への 「学校防災 ・安全安心マップ」も作成し、

現在はいずれのマップもスマートフォンやタブレット端末でも閲覧できるよう開発した。 

 東京都 23 区についても、台東区、中央区を皮切りに 「スーパー減災 ・自助力マップ」を作成し、

書店での販売を開始している。また、東京駅、新宿駅、池袋駅については、「スーパー減災 ・自

助力マップ」に地下街からの地上出口を追加、明示した「駅から避難地図」を作成した。 

 

 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 「今、自分がどこにいるか」「どこに逃げればよいのか」を把握しやすい地図 

 スーパー減災・自助力マップは、位置情報が建物番地で隈なく網羅された地図（縮尺 1/3,500

等）である。一般の住宅地図との大きく異なる点は縮尺であり、通常の地図より大きく表示でき

るため、より細かな情報を表示することが可能で、「今、自分がどこにいるか」が判りやすくな

っている。また、番地等の数字を大きく表示するなど、外国人でも読めるように表記にも配慮し

ている。 

 海抜については、高度 40ｍまでを 5～10m 毎に段彩表示し、自分のいる場所の高度や付近の避

難場所、ルートを簡単に把握できるよう工夫している。 

 沖縄大学の学生に協力を仰ぎ、一般の地図のみを与えたチームと本マップを与えたチームに同

じゴール地点に向かわせる実験を行ったところ、本マップを持った学生の到着が早いとの結果

を得ており、「今、自分がどこにいるか」「どこに逃げればよいのか」を把握しやすい地図となっ

ている。 

▲地図で“逃げる力”を養う 
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詳細な内容を表示できることのメリット 

 スーパー減災 ・自助力マップは、縮尺の大きな地図を表示できるようにすることで、倒壊の危険

があるブロック塀等の詳細リスクについても表示可能である。そのため、実際の避難行動の際

の目線に立って災害イメージを具体的に描くことにつながっている。また、図上及び現地に地

図を持参した上での避難経路の確認や避難行動の学習の際に効果を発揮することも目指してい

る。 

 「具体的」、 「わかりやすい」というメリットを活かし、高齢者、児童等の防災学習や避難行動に

もつながるよう配慮されている。具体的には、従来の住宅地図と比べ、スマートフォン等の小さ

な画角サイズでも広域表示を可能としている。 

 

普段からの利用が、いざという時に役立つ 

 公共施設や病院、コンビニ、観光施設、文化財等

を表示した生活便利マップも兼ねることで、日

常的に繰り返し利用され、避難リテラシーが自

然と身に付くように工夫されている。また建物

番地は数字で記載されているため、外国人や子

どもにも優しい防災マップとなっている。 

 現地の地理空間的な関係をそのまま反映した詳

細地図であるため、避難の際の公園等の空地の

割当配分や計画的誘導等ついての机上検討、帰

宅困難者対策等への貢献も期待される。 

 

 

予算の確保に向けた工夫 篤志家からの寄付も 

 学校防災 ・安全安心マップの作成にあたっては、自治体の予算による事業の他、民間の地元篤志

家が安心マップ作成費用を負担し、地域内の小学校及び全ての小学生に寄付した例もある。 

 

 取組の平時における利活用の状況 

 平時から使えるマップ 

 スーパー減災 ・自助力マップは、防災マップと生活便利マップが一体化しているため、まち歩き

や生涯学習、観光散策等でも“ながら防災学習”が可能であり、多忙で防災訓練に参加できない住

民でも、機会を見つけて、平時から広く活用することができている。 

 当該マップをパソコンやスマートフォンでも利用できる 「統合型地図システム」は、平常時は各

行政機関部署 （医療 ・介護 ・観光等）が業務ツールとして利用し、業務効率化につなげている。 

▲逃げる力を養うためのポイント 
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 防災・減災以外の効果 

  平時にも有事にも役立つ地図をつくることで、地方公共団体や地域団体等の理解が得られやす

くなり、様々な地方公共団体とのつながりを生み出しており、ターミナル駅を抱える首都圏の

複数の地方公共団体等、地図を作成する新たな顧客の開拓につながっている。 

 

 現状の課題・今後の展開など  

 視覚障がい者の避難学習等への活用に向けて 

 点字ブロックや避難所までのルートが地図上で照応し、距離表示が可能なため、視覚障がい者

とその支援者の避難学習にも役立てることを想定している。地図上の細かな情報についても点

字で記入することを検討しており、今後の実用化に向けて取り組んでいる。 

 

地図上により避難情報を確認できる「統合型地図システム」 

 同社は、株式会社アイアム、日本地図システム合同会社と協業し、避難場所情報等を簡単に地図

上にマッピングできる 「統合型地図システム」を開発した。また、Ｌアラート等の防災メール受

信時には、GPS を利用した防災地図の配信システムも構築中である。 

 同社は、自治体担当者から、横断的かつ全庁的に利用できるデジタル版の防災マップを作って

ほしいとの要望を受け、これらのシステムの開発に取り組んでいる。 

 

 周囲の声 

  防犯・防災に役立つマップを作成しようという動きがあったとき、同社の地図が目に留まり公

共事業としてスタートした。中学校の先生・自治会の人等とともに生の情報を収集し地図に反

映して、見やすいものに仕上がったと思う。学校防災 ・安全安心マップは中学生のお子さんがい

る世帯のみを対象として配布したが、対象外の世帯からも 「地図を配布して欲しい」という要望

を頂くなど、非常に好評だった。（地方公共団体） 

 


